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本章では、第 1 節で本研究の背景と問題意識を述べる。第 2 節では朝鮮学校に焦点をあ
てた先行研究の動向を把握し、問題の所在を明らかにする。それらをふまえ、第 3 節では































                                                   














































































































































































































表 1 2015 年における在日朝鮮人集住地域の人口比率 
 韓国・朝鮮籍人口 総人口 韓国・朝鮮籍者の比率 
神奈川県川崎市（全体） 5,219 人 1,475,213 人 0.35% 
川崎市川崎区 2,293 人 223,378 人 1.03% 
大阪府八尾市 2,862 人 268,800 人 1.06% 
大阪府大阪市生野区 14,252 人 130,167 人 10.9% 
日本全国 376,954 人 127,094,745 人 0.30% 
















































































































 2015 年 12 月末現在、「在留外国人統計」（法務省）の「国籍欄」が、「韓国」となって
いる人びとは 457,772 人、「朝鮮」3となっている人びとは、33,939 人である。そのうち、
特別永住者の在留資格を持つ人びとは、348,626 人である。統計上は、これらの人びとが
狭義の「在日朝鮮人」と言えよう。しかし、日本国籍を取得する「在日朝鮮人」も増加し





























































































































第 3 章では、本研究で行う朝鮮学校保護者に対する調査概要を提示する。 
第 4 章では、第 3 章で示した調査概要に基づいたインタビュー調査から得たデータを整
理し、朝鮮学校保護者の学校選択の実際を明らかにする。 



























年に、フランスのルネ・ルノワールが、『排除された者：10 人のフランス人のうちの 1 人



















































































表 2 貧困・剥奪・社会的排除の概念比較 
 貧困 剥奪 社会的排除 


















 分配の問題  分配の問題  分配の問題 
 関係性の問題 
焦点  静態的な結果  静態的な結果  動態的な過程 
























































                                                   
9 バラとラペールが整理した社会的排除の特徴とは、①多次元的なアプローチ、②失業と
不安定さとがもたらす諸々の帰結、③質的な次元、④長期の課程、⑤ダイナミックな過程、































体である。それは、「Welfare から Workfare へ」という変化であり、積極的労働市場政策
















1997 年に英国首相に就任した労働党のトニー・ブレアは、「第三の道（The Third Way）」
を採用した。「第三の道」は、アンソニー・ギデンズの構想をモチーフとしており、それは、
「福祉国家の代わりに、積極的福祉（positive welfare）の社会という文脈で機能する社会










































シュレーダー政権の政策は、「Welfare から Workfare へ」という潮流に位置付けられる
ものであり、経済のグローバル化に対応して柔軟な経済システムを作りあげて産業の国際
競争力を強化しようとする EU の「リスボン戦略」に沿ったもの」である（佐々木 2010：
19）。 
オットマンは、こうした福祉国家の変容の背景には、ニューライト11の主張が多く取り

























あると分析している（Balla and Lapeyre ＝2005：138）。その上で、彼らは、「（市民を）
活性化する（activation）」政策の問題点は、「社会的排除の個人的な次元と、社会への（再）

























































































                                                   










































                                                   
































































































































































































































































































































































憲法第 26 条第 1 項には、「すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、
ひとしく教育を受ける権利を有する」と記されている。しかし、そこで規定されている「教
育権」は、「国民」に限定されたものである。日本による植民地支配下では、朝鮮半島に居
住する朝鮮人も在日朝鮮人も「日本国籍」を有していたが、1952 年 4 月 28 日に「日本国
との平和条約（Treaty of Peace with Japan）」（いわゆる「サンフランシスコ講和条約」）
が発効されると、旧植民地出身者は「日本国籍」を失った。このことが、在日朝鮮人が教
育を受ける権利から排除されることに直結したのである15。 





























                                                   










































 第 2 節で検討したように、社会的排除概念に対しては、ポストコロニアル研究によって




















を発展させることに、とりわけ重点が置かれている」という（Bhalla and Lapeyre ＝
2005：143）。 
 日本においても、社会的排除の克服が政策的課題として取り上げられつつある中、教育

















                                                   















































































































































































































の数は 1 万人を超えている（表 3）。この時点で、日本国内に朝鮮人の集住地域が形成され、


























































表 3 在日朝鮮人の増加状況 
年 度 人口数 増加人口 備  考 
1905 303   日本帝国統計資料より 
1908 459   
1910 790   
1911 2,527   日本政府の国勢調査 
1912 ―     
1913 3,635   「歴史学研究」別冊「朝鮮の諸問題」より 
1914 ―   





























1916 5,638 1,649 
1917 14,501 8,863 
1918 22,262 7,761 
1919 28,272 6,010 
1920 30,175 1,903 
1921 35,876 5,701 
1922 59,865 23,989 
1923 80,617 20,752 
1924 120,238 39,621 
1925 133,710 13,472 
1926 148,503 14,793 
1927 175,911 27,408 
1928 243,328 67,417 
1929 276,031 32,703 
1930 298,091 22,060 
1931 318,212 20,121 
1932 390,543 72,331 
1933 466,217 75,674 
1934 537,576 71,359 
1935 625,678 88,102 
1936 690,501 64,823 
1937 735,689 45,188 
1938 799,865 64,176 
1939 961,591 161,726 
1940 1,190,444 228,853 
1941 1,469,230 278,786 





1943 1,882,456 257,402 
1944 1,936,843 54,387 




表 4 大阪府在住在日朝鮮人の渡航理由 
内地渡来の理由 世帯数 割合（%） 
農業不振のため 6,587 55.7% 
生活難のため 2,037 17.2% 
金儲け 1,745 14.7% 
求職 241 2.0% 
商業不振のため 228 1.9% 
不況のため 162 1.4% 
労働 148 1.3% 
生活向上 140 1.2% 
修学 115 1.0% 
商業経営 88 0.7% 
その他 344 2.9% 
















































































余地のないままに、1952 年 4 月 28 日、「サンフランシスコ講和条約」が発効されると、
日本国籍を喪失し、「出入国管理令」（のちに「出入国管理法」として継続）の対象である
完全なる「外国人」として位置づけられた。「サンフランシスコ講和条約」発効に先立って、







基づく外務省関係諸命令の措置に関する法律」（法律第 126 号）の第 2 条 6 項に定められ
たが、これは、在日朝鮮人の法的地位を不安定なものとした22。なぜならば、この規定は、
すべての在日朝鮮人に適応されたものではなく、対象は限定的であり、家族のなかでも在









22 法律 126 号には、「日本政府との平和条約の規定に基づき、同条約の最初の効力発生の
日において日本の国籍を離脱する者で、昭和 20 年 9 月 2 日以前からこの法律の施行日ま
で本邦に在留する者（昭和 20 年 9 月 3 日からこの法律施行の日まで本邦に出生したその








象となったのは、1945 年 9 月 2 日以前からこの法律が試行される 1952 年 4 月 28 日まで















































表 5 在日朝鮮人の教育程度（1935 年） 
学校別 実数 割合 
無学文盲者 347,437 名 58.78% 
小学校程度 194,752 名 31.25% 
中等学校程度 6,787 名 1.14% 
専門学校又は高等学校程度 1,797 名 0.30% 
大学程度 1,406 名 0.25% 
調査人員合計 591,040 名 100.00% 








表 6 在日朝鮮人の日本語理解状況（1935 年） 
状況 実数 割合 
国語に精通するもの 167,842 名 28.40% 
国語をやや解する者 213,589 名 36.14% 
国語を全く解せざる者 209,609 名 35.46% 
調査人員合計 591,040 名 100.00% 




ちの教育状況の特徴は、大きく以下の 3 つにまとめられる。 
特徴のひとつは、戦争初期には、在日朝鮮人の子どもたちの多くが、就学年齢に達して
も学校で学ぶことができないまま放置されたということである。内務省警保局の調査によ







ると、「満州事変」が勃発し、日本がいわゆる「15 年戦争」に突入した 1931 年当時、在
日朝鮮人の総人口は 31 万 1,247 人であった。そのうち、小学校児童数は 7,380 人であっ
たが、当時の学齢児童数は推定 4 万人であり、就学率は 18.5％でしかなかった。 
日本人と比較すると、在日朝鮮人の就学率の低さは、より顕著なものとして見えてくる。
調査資料が残っている京都市の 1937 年時点における 7 歳～17 歳の小学校就学状況は、卒
















表 7 京都市在住の在日朝鮮人の不就学・中退の理由（1937 年） 
理由 実数 割合 
貧困 494 名 28.59% 
女子ゆえ 280 名 16.20% 
言語不明 89 名 5.15% 
その他 87 名 5.03% 
不明 778 名 45.02% 

























によると、1942 年当時、在日朝鮮人の総人口は 162 万 5,054 人であった。そのうち、小
学校児童数は 17 万 8,451 人であったが、当時の学齢児童数は推定 27 万 6000 人であり、
就学率は 64.7％と考えられる。3 割以上の子どもたちが未修学であったとはいえ、1931
年と比較すると、就学率は 3 倍近くに増加している（内務省警保局 1942：745 及び内務















（1945 年 8 月末から 9 月初めごろ）に開設された「国語教習所」である。その後、「国語
教習所」は日本各地に 600〜700 箇所ほど作られ、「在日本朝鮮人聯盟（朝聯）」24の指導
のもと朝鮮学校が設立された。1946 年 10 月には、初級学校 541 校、中学校 7 校、青年学
校 22 校、高等学校 8 校に発展し、在校生数は 6 万 2000 人にのぼった（金 2004：65）。 
 しかし、在日朝鮮人たち自身による民族教育の実践は、すぐに危機にさらされた。1948
年 1 月 24 日、GHQ の指令に基づき文部省（当時）が、「朝鮮人設立学校の取扱いについ
                                                   
24 1945 年 10 月に結成された在日朝鮮人の団体。帰国事業や生活権擁護に取り組んでいた
が、GHQ 占領下の日本で 1949 年 9 月に解散させられた。その後、後継団体として 1950
年 4 月に「朝鮮人団体協議会」、1951 年に「在日朝鮮統一民主戦線」が結成され、1955
















































































                                                   
25 第 174 回国会衆議院本会議録第 10 号 16 頁（2010 年 2 月 25 日）より。 
26 「社会権規約」第 13 条 2（b）には、「種々の形態の中等教育（技術的及び職業的中等
教育を含む。）は、すべての適当な方法により、特に、無償教育の漸進的な導入により、一
般的に利用可能であり、かつ、すべての者に対して機会が与えられるものとすること」と
記されている。2010 年 3 月 12 日、「高校無償化法案」の採決に際し、附帯決議が行われ、
その中で「国際人権Ａ規約における中等教育の漸進的無償化条項の留保撤回を行うこと」

























の指示（2012 年 12 月 28 日）に基づき、就学支援金に関する施行細則は改定され、（ハ）














                                                   
27 （http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1307345.htm：2016 年 12 月 8 日
アクセス）。 
28 「高等学校等就学支援金制度の対象として指定した外国人学校等の一覧」を参照のこと





















ると、終戦直後の 1940 年代後半から 1950 年代にかけての、学校への弾圧・閉鎖という対
















 「朝鮮学校が都道府県知事の認可を受けて学校教育法第 1 条に定める高校になるな
どすれば現行制度の対象となり、また高校や他の外国人学校に在学する在日朝鮮人等
は現行制度の対象となっているということを踏まえれば、差別に当たらないというこ
                                                   
29 下村博文文部科学大臣記者会見録（2012 年 12 月 28 日）











































                                                   
30 下村博文文部科学大臣記者会見録（2013 年 5 月 24 日）








































にインタビュー調査を行った。調査期間は、2014 年 6 月から 2015 年 1 月である。 

























 筆者は、本研究を構想し始めた 2010 年ごろから、「X 朝鮮学校」に頻繁に足を運んでき
た。それを通して、本研究の準備として朝鮮学校の様子を観察したり、調査を依頼するた
めのラポール形成を目指したりした。 




































































                                                   







































  「日本人は、自分たちが考える“朝鮮人らしくあること”を朝鮮人に期待する」 
・帰結：個人の行為や複数の人びとのあいだの相互行為が帰結として、どのようなこと
をもたらしたのか。 


















表 8 コーディングの例 









































 調査実施当時の在校生数は、初級部・中級部・高級部あわせて 100 名に満たない小規模









































て 2 世（3 人）または 3 世（4 人）のいずれかである。調査実施当時の年齢は、40 代前半
（2 人）、40 代後半（3 人）、50 代後半（2 名）であり、1950 年代後半から 1970 年代前半
に生まれた人びとである。朝鮮学校児童・生徒との続柄は、父親 4 人、母親 3 人であり、








                                                   























































































































校に親元から通わせている保護者が 2 人（2 家族）、寄宿舎に入舎させたうえで通わせてい




























                                                   

























表 10 調査対象者の子どもたちの教育経験と居住形態の変化 
 初級部・小学校 中級部・中学校 高級部・高等学校 大学・大学校等 
A・B 夫婦
の 子 ど も
たち 
     
     
     
C・D 夫婦
の 子 ど も
たち 
    
     
     
     
Eの子ども
たち 
     
     
     
F の子ども
たち 
     
     
Gの子ども
たち 
     










いる調査対象者が 4 人（2 家族）、親元から朝鮮学校に通学させている調査対象者が 2 人（2
家族）、寄宿舎に入舎させながら朝鮮学校に通学させている子どもと、親元から日本学校に
通学させている子どもの両方がいる調査対象者が 1 人（1 家族）であった。 
調査対象者の子どもたちのなかには、日本学校から朝鮮学校への転校を経験している者
が 1 人いた。このケースでは、子どもたち 3 人のうち第一子と第二子は、日本学校通学後
に朝鮮学校に転校するという経験をしていた。それに伴って、親元を離れ、寄宿舎に入舎
するという居住形態の変化も経験していた。第三子は、調査実施当時、調査対象者と同居


















































































































                                                   






























子が就学年齢に達したときに、F の配偶者が他の都道府県に 2 年間転勤する必要が生じた
という。 
 








                                                   
35 X 朝鮮学校が所在する都道府県名。 
36 X 朝鮮学校から遠く離れた市区町村名。 





















































































                                                   




















































































                                                   
40 X 朝鮮学校が所在する市区町村名。 
41 B が居住する市区町村名。 
42 G が居住している近くにある他の市区町村名。 





















































































                                                   






















































校 3 年生の孫を見て、大人過ぎてつまらないって(笑)。 
＊：(笑)そうなんですか。 




























ね、まだ 1 人だからいいけど。2 人が行ったら 2 倍だし。 
＊：そうですよね。 





































































































































 第 1 節では、調査対象者の教育戦略を左右する歴史・社会的背景への認識を検討する。
第 2 節では、日常的な生活のレベルにおける排除のひとつとして、他者化の経験に焦点を





















































 在日 2 世以降の人びとにとって、日本は生まれ育った場所であり、これからも生きてい
く場所である。しかし、日本による植民地政策の推進を背景に移住し困難な生活を強いら
















                                                   
45 朝鮮語で「おばあさん」のこと。日本軍「慰安婦」の被害者たちのことを、親しみと敬
意を込めてハルモニと呼ぶことがある。 










































































































































































































































































































                                                   
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































 第 3 章では、朝鮮学校保護者の学校選択を明らかにするためのインタビュー調査の概要
として、調査設計、分析方法、調査フィールドの特徴について説明した。 








































































































































































































































































第4節 本研究の意義と今後の研究課題  
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  親の年齢、学校経験 
  出身（自宅か寮か） 
  できれば国籍（最後に聞く）慎重に 
 
 インタビューの流れ 
挨拶、倫理的配慮の説明、記録の許可 
 
I. 学校選択時 
1. ○○さんが朝鮮学校に通っていたのと同様（日本学校に通っていた一方で）、お
子さんも（は）朝鮮学校に通われていますが、○○さんが、お子さんを朝鮮学校
に通わせることになった経緯について教えて頂けますか。 
※ 子どもの構成について把握する。 
複数人の場合には、特に第一子の学校選択の経緯について詳しく尋ねる。 
2. お子さんは、みなさん朝鮮学校に通われている（いた）のですか。 
3. それぞれのお子さんが朝鮮学校に入学されたのは、何年生のときですか。 
※（異なる場合）入学された時期が異なるのは、どうしてですか。 
4. お子さんを朝鮮学校に通わせることの決定には、誰が参加しましたか。 
※ 家族構成、決定時の雰囲気、プロセスについても尋ねる 
5. 学校選択に関して、どのようなことが重要なポイントでしたか。 
6. ご家族の中では、学校選択についていろいろな意見がありましたか。 
7. ご家族以外の方で、学校の決定に影響を与えた人はいますか。 
8. 現在の日本の政治的な動向のなかで、お子さんを朝鮮学校に通させることについ 
てどのように考えましたか？ 
 
 
II. 学校入学後 
1. 朝鮮学校に通学することは、どのような影響をお子さんに与えていると考えてい
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ますか。（特に、入学させて良かった点はなんですか？） 
2. お子さんが朝鮮学校に通うことで、お子さん自身に変化があったと思いますが、
○○さん自身にも何か変化はありましたか。 
3. オモニ会の活動や学校の行事などのほかに、朝鮮学校の人たちとはどの程度接点 
がありますか。 
4. 寄宿舎にお子さんが入っていますが、どのくらいの頻度で交流がありますか？そ
のことについてどうお考えですか？ 
5. ○○さんのお子さんと同年代の朝鮮学校に通っていない近所の子どもたちやそ
の親などとの関係は、お子さんが朝鮮学校に通うようになってから遠くなりまし
たか。それとも変わりはありませんか。（地域の日本人、学校の親との関係） 
6. 一般的に、どんな学校でも「良い点」も「改善すべき点」もあると思いますが、
実際にお子さんが朝鮮学校に通学するようになってから感じるようになった、朝
鮮学校の「これは良い」という点を教えていただけますか。また、「もっとこう
あって欲しい」というような点はありますか。ありましたら教えていただけます
か。 
7. 朝鮮学校にお子さんを通わせるうえで、なにか大変なことはありますか。 
 
 
III. 調査対象者、家族の学校経験 
1. ○○さんが通ったのはどのような学校でしたか。 
※ 他の家族成員が通った学校についても尋ねる 
2. その学校での経験はどうでしたか。 
3. そのころの人たちとは、今でも交流がありますか。 
 
 
IV. 将来展望 
1. 朝鮮学校を卒業後、お子さんの進路について、○○さん自身が考えていることを
お話しいただけますか。 
2. お子さんの将来の仕事について、どのようにお考えですか。（仮に、○○さんの意
向と異なることをお子さんが望んだ場合にはどう思うと考えますか？） 
3. 最後に、抽象的な質問になりますが、お子さんの今後を長期的に考えて、どうあ
って欲しいとお考えですか。 
 
 
